
1052017年版　開発協力白書

▼ 第2章 日本の開発協力の具体的取組 　第2節 地域別の取組
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2	 南アジア地域
南アジア地域には、インドをはじめとして、大きな

経済的潜在力を有する国があり、国際社会における存
在感を強めています。地理的に南アジア地域は、東ア
ジア地域と中東地域を結ぶ陸上・海上の交通路に位置
し、日本にとって戦略的に重要であるほか、地球環境
問題への対応という観点からも重要な地域です。ま
た、この地域はテロおよび過激主義に対する国際的取
組における役割といった観点からも、日本を含む国際
社会にとって関心の高い地域です。

一方、南アジア地域には、道路、鉄道、港湾など基
礎インフラの欠如、人口の増大、初等教育を受けてい
ない児童の割合の高さ、水・衛生施設や保健・医療制

度の未整備、不十分な母子保健、感染症、そして法の
支配の未確立など取り組むべき課題が依然多く残され
ています。特に貧困の削減は大きな問題であり、この
地域に住んでいる約17億人のうち約2.5億人が貧困層
ともいわれ、世界でも貧しい地域の一つです。注8SDGs
達成を目指す上でも南アジア地域はアフリカに次いで
重要な地域となっています。

日本は、南アジア地域の有する経済的な潜在力を活
かすとともに、拡大しつつある貧富の格差をやわらげ
るため、経済社会インフラ整備の支援を重点的に行っ
ています。

＜	日本の取組	＞
日本は、南アジア地域の中心的存在であるインド

と、「特別戦略的グローバル・パートナーシップ」に
基づいて、経済協力をはじめ、政治・安全保障、経
済、学術交流など幅広い分野で協力を進めています。
インドは日本の円借款の最大の受取国であり、日本は
インドにおいて電力や運輸などの経済インフラの整備
等を支援しています。

2015年には、安倍総理大臣がインドを訪問しモ
ディ首相との間で、ムンバイ・アーメダバード間高速
鉄道に日本の新幹線システムを導入することを確認
し、2016年には、モディ首相が訪日し、首脳会談に
おいて、ムンバイ・アーメダバード間高速鉄道建設事
業の着実な進

しん
捗
ちょく

が歓迎されました。2017年9月に安
倍総理大臣がインドを訪問した際には、ムンバイ・
アーメダバード間高速鉄道整備計画への1,000億円
の供与を含む円借款、および無償資金協力に関する書
簡の交換が行われました。たとえば、高速鉄道整備計
画は、在来線特急で最速7時間、飛行機で約1時間半
かかるムンバイ・アーメダバード間を2時間で移動で
き、料金は交通運賃の約半分になることが見込まれま
す。日本のODAは、インフラ開発、貧困対策、投資
環境整備、人材育成等を通じ、インドの成長において
大きな役割を果たしています。

近年、発展が目覚ましく、日本企業の進出も増加し

ているバングラデシュと日本は、二国間関係強化の中
で、①バングラデシュの経済インフラの開発、②投資
環境の改善、および③連結性の向上を3本柱とする

「ベンガル湾産業成長地帯（BIG-B）」構想を中心に、
政策対話を強化し、経済協力を進めています。2016
年には、ハシナ・バングラデシュ首相が、G7伊勢志
摩サミットのアウトリーチ会合参加のため訪日し、安
倍総理大臣は、「日本は、バングラデシュの『2021
年までの中所得国化』実現に向けて支援を継続してい
く」と述べた上で、BIG-B構想の推進、両国間の人物
交流の拡大や貿易・投資の一層の促進への期待等を表
明しました。また、日本はバングラデシュ政府との間

注8 （出典）世界銀行HP　人口 https://data.worldbank.org/indicator/SP.POP.TOTL?locations=8S
  貧困率 https://data.worldbank.org/indicator/SI.POV.DDAY?locations=8S

2017年1月、武井俊輔外務大臣政務官（当時）は、バングラデシュ
のアラム外務担当国務大臣と会談し、ダッカ襲撃テロ事件後の同国政
府による安全対策措置に謝意を表明し、邦人の安全確保に対する一層
の取組を要請した。
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で2017年3月および同年7月にそれぞれ10億円お
よび5億円の「経済社会開発計画」に署名し、バング
ラデシュのテロ対策・治安改善分野における能力向上
を支援しています。

スリランカと日本との協力関係は、2016年にシリ
セーナ・スリランカ大統領がG7伊勢志摩サミットの
アウトリーチ会合参加のため訪日したのに続き、
2017年4月にはウィクラマシンハ首相が訪日し、両
国は2015年に発表した「包括的パートナーシップに
関する共同宣言」の下での協力をさらに深化・拡大さ
せることを決定するとともに、日本は、復興地域にお
ける地方インフラ開発およびカル河上水道拡張に係る
総額約450億円の円借款、トリンコマリー港整備に係
る10億円の無償資金協力を実施しました。たとえば、
カル河上水道拡張計画により、上水道の普及が遅れて
いる西部州カルタラ県およびコロンボ県において、新
たに約10万戸が上水道に接続される見込みです。

今後も日本は、スリランカの質の高い経済発展とと
もに、進出している日系企業の活動環境の改善にも寄
与する港湾、道路等の運輸ネットワークや電力基盤等
のインフラ整備の分野で協力を行っていきます。また、
同国の紛争の歴史や格差が拡大している現状を踏まえ、
日本は開発の遅れている地域を対象に生計向上や農業

分野を中心とした産業育成など、国民和解に役立つ協
力、および災害対策への支援を継続していきます。

パキスタンは、テロ撲滅に向けた国際社会の取組に
おいて重要な役割を担っており、アフガニスタンの安
定にとって、パキスタンの協力は極めて重要です。こ
れまで日本は、空港・港湾の保安能力向上支援や、テ
ロ掃討軍事作戦で発生した国内避難民への支援を実施
しています。また、日本は不正薬物取引および国際的
な組織犯罪に対する国境管理能力強化のための支援や、
平和構築・人道支援・テロ対策分野の機材、製品を供
与する支援を実施しています。さらに、ポリオの感染
拡大を防ぐために必要なワクチンの調達や2018年の
パキスタンでの総選挙の実施に向けて選挙が自由で公
正かつ円滑に実施されるよう、日本は選挙プロセスに
係るパキスタン政府の能力向上を支援しています。

新憲法制定プロセスを通じて民主主義の定着と発展
に向けた取組をしているネパールに対しては、中央お
よび地方政府のガバナンス能力向上を支援するととも
に、社会的弱者を含む住民のニーズを行政施策に反映
させるための支援等を行っています。地域間、民族間
における教育へのアクセスの格差や児童の学力差の是
正のため同国政府の教育開発計画である「学校セク
ター開発計画」を支援するための援助資金の供与や、

内陸国であるネパールでは、空路は重要な移動・流通手
段となっています。首都カトマンズにあるトリブバン国際
空港は、ネパール唯一の国際空港であり、国内線のハブ空
港としても重要な役割を果たしています。しかし、同空港
では近年、航空機発着数の急増と空港監視レーダー等の老
朽化などにより、航空管制の安全性が十分に確保できない
ことが差し迫った課題となっていました。

このような状態の中、日本はネパールに対し、無償資金協
力「トリブバン国際空港近代化計画」を実施し、同空港にあ
る既存の空港監視レーダーの更新等とともに航空路監視
レーダーの新設を支援しました。また、この協力により導入
されたレーダー等を適切に運用するための規程・要領等の
整備および管制業務を行う管制官の教育・訓練、ならびに
航空保安施設の運用維持管理に係る能力開発を目的に技術
協力も実施し、施設整備のみならず人材育成強化について
も支援しました。これらの協力により、同空港の安全性の強
化と輸送能力が増強され、ネパールの社会・経済基盤の整
備を通じた経済成長や国民生活の改善に貢献しています。

このほかにも、航空保安施設に障害が発生した際の迅速

な復旧を可能にするため、トリブバン国際空港に「補給管
理センター」を設置し、全土に配置される航空保安施設の
部品の補給管理を一元的に行うというネパール政府の計画
に対し、日本は運営技術面の支援を技術協力プロジェクト
として行っています。

日本が培った航空の安全確保技術は、ネパールの航空の
安全を支え続けています。

（2017年12月時点）

トリブバン国際空港レーダーオペレーションビル航空路管制室管
制卓。

ネパール トリブバン国際空港近代化計画	
補給管理センター及び航空路レーダー管制業務整備プロジェクト
無償資金協力（2013年3月～2017年1月）　技術協力プロジェクト（2014年2月～（実施中））
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ネパールの若手行政官が日本で学位を取得するために
必要な学費等を供与する「人材育成」の支援も行いま
した。そのほか2015年に発生したネパール大地震に
対して日本は、国際緊急援助隊の派遣、緊急援助物資
の供与とともに、シェルターや生活物資の提供により
13,592世帯の避難生活の状況改善を行った国際移住
機関（IOM）の支援をはじめ、8つの国際機関等を通
じて1,400万ドル（16.8億円）の緊急無償資金協力
を実施しました。また、ネパールの中長期の復興プロ
セスとして、仙台の国連防災世界会議の成果である

「より良い復興」のコンセプトを活用し、強靱なネ
パールの再建に向けて総額2.6億ドル（約320億円
超）規模の住宅（約4万戸）、学校（約280校）およ
び公共インフラの再建を中心とする支援策を実施して
いるほか、地震災害軽減のための各種技術支援を実施
しています。

ブータンにおいて、日本は1986年に国交を樹立し
て以来良好な関係を築いてきており、2016年には国
交樹立30周年を迎えました。ブータンに対する日本
の経済協力は、両国間の友好関係の礎となっており、
ブータンの基本理念である国民総幸福量（GNH：
Gross National Happiness）を念頭に置いた国家開

発計画を尊重しつつ、主に技術協力と無償資金協力を
通じた支援を実施してきています。これらの支援を通
じ、日本は農業生産性の向上や人材育成、道路網、橋

きょう

梁
りょう

等の経済基盤整備をはじめとする分野で着実に成
果を挙げてきています。日本は2017年12月に、
ブータンの災害時等における移動通信ネットワークを
より強固なものにするための「災害用緊急時移動通信
網整備計画」に署名し、自然災害時におけるリスクの
軽減を目指すことで、ブータンの防災分野における機
能向上を支援しています。

2017年7月、小田原潔外務大臣政務官（当時）は、ネパールのデウ
バ首相を表敬し、意見交換を行った。

パキスタンでは多くの学校が男女別に設置されています
が、女子については基本的に家にいるべきものとの慣習化
した認識から長距離の通学が困難であることが多いため、
男子校に比べて多くの学校が必要とされています。特に、
農村部では女子児童が通学可能な距離に学校が存在しない
ことが多く、進学を阻害する要因となっています。

パキスタンのシンド州全体における前期中等教育の就学
率は34％と全国平均より高いものの、女子の就学率

（2013/14年度）は17％にとどまっています。同州内で
も都市部と農村部の格差は大きく、農村部女子の前期中等
教育（10～12歳が対象）の就学率はわずか6％と非常に
低くなっています。

2014年から開始した「シンド州南部農村部女子前期中
等教育強化計画」では、シンド州南部の農村地域に位置す
る既存初等学校（5～9歳を対象）29校において、既存校
舎の改築を行う中で、女子前期中等学校用の校舎も建設
し、2016年11月の完工を経て、2017年4月に授業が開
始されました。2016年からは、同州北部地域の25校で
も同様の整備を進めており、完成すれば、南部の29校と

合わせて、約6,600人の女子生徒が新たに前期中等教育
を受ける機会を得ることになります。

これらの取組は女子の教育へのアクセス改善に貢献してお
り、「女性の輝く社会」の実現に寄与する案件といえます。

（2017年12月時点）

新校舎で学ぶ生徒たち（中学1年生レベル）。（写真：在カラチ日本総
領事館）

パキスタン シンド州南部農村部女子前期中等教育強化計画	
シンド州北部農村部女子前期中等教育強化計画
無償資金協力（2014年2月～2016年12月）　（2016年3月～（実施中））
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◆ 南アジア地域における日本の国際協力の方針

インド

パキスタン
ネパール

バングラデシュ

スリランカ

モルディブ

ブータン

南アジア支援
• 地域の連結性の強化を含むインフラ等のビジ
ネス環境整備および民間経済交流の活性化
•貧困削減および環境・気候変動対策ならびに防
災支援の推進
•平和と民主主義の定着支援
•海上の安全確保に向けた支援

テロ対策を含む
地域安定化・平和構築支援

	 図表Ⅲ-9	 南アジア地域における日本の援助実績

2016年 （単位：百万ドル）

順
位 国名

贈　　与

計

政府貸付等

（A）－（B） 合計 
（支出純額）

合計 
（支出総額）

無償資金協力
技術協力 貸付実行額

（A）
回収額 
（B）うち国際機関

を通じた贈与
1 インド 7.89 － 48.62 56.50 1,743.96 792.68 951.28 1,007.78 1,800.47

2 バングラデシュ 24.65 － 42.50 67.15 501.13 107.01 394.13 461.27 568.28

3 パキスタン 58.38 30.84 23.72 82.10 162.60 52.05 110.55 192.65 244.70

4 スリランカ 13.83 0.67 20.57 34.40 164.63 202.63 -38.00 -3.60 199.03

5 ネパール 16.13 － 22.49 38.62 35.28 8.77 26.50 65.13 73.90

6 ブータン 9.29 － 10.31 19.60 0.19 － 0.19 19.79 19.79

7 モルディブ 5.61 － 2.49 8.09 － 0.55 -0.55 7.54 8.09

南アジアの 
複数国向け － － 0.88 0.88 － － － 0.88 0.88

南アジア地域合計 135.78 31.51 171.57 307.35 2,607.79 1,163.70 1,444.10 1,751.45 2,915.14

（注）
・順位は支出総額の多い順。
・四捨五入の関係上、合計が一致しないことがある。
・［－］は、実績が全くないことを示す。
・無償資金協力には国際機関経由の援助のうち、国別に分類できる援

助を含む。
・複数国向け援助とは、調査団の派遣やセミナー等、複数の国にまた

がる援助を含む。

・国名はDAC援助受取国。ただし、合計は卒業国向け援助を含む。
・「南アジアの複数国向け」の実績には、OECD-DACの基準に基づ

く数値を使用しているため、アフガニスタンを含む複数国向け、お
よびミャンマーを含む複数国向けの実績が含まれている。

・マイナスは貸付などの回収額が供与額を上回ったことを示す。


